
普通会計財務諸表 

 

【貸借対照表】 

 自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような

財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表です。また、資産合計額と

負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表であることからバランスシートとも呼

ばれます。 
 

【行政コスト計算書】 

 ４月１日から翌年の３月３１日までの１年間の行政活動のうち福祉活動やごみの収集といった

資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られ

た財源を対比させた財務書類です。 
 

【純資産変動計算書】 

 貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でどのように変動したかを表してい

る計算書です。純資産の部は今までの世代が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代

が負担してきた部分が増えたのか減ったのかがわかることになります。 
 

【資金収支計算書】 

 歳計現金（資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（活動）に分けて表示した財務書

類です。３つの区分とは、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」及び「投資・財務的収支

の部」です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政書類の作成基準  

・作成モデル 「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示された「総務省方式改訂モデル」 

・対象会計の範囲 普通会計（一般会計・診療所特別会計） 

・作成基準日 貸借対照表：平成２６年３月３１日現在 

         行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書 

：平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの期間 

          （出納整理期間の収支については、基準日までに処理されたものとします） 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 30,739,936

①生活インフラ・国土保全 41,821,780 (2) 長期未払金

②教育 30,874,812 ①物件の購入等

③福祉 3,381,738 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 7,822,573 ③その他

⑤産業振興 17,994,641 長期未払金計 5,848

⑥消防 1,192,723 (3) 退職手当引当金 4,883,444

⑦総務 13,636,251 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 116,724,518 固定負債合計 35,629,228

(2) 売却可能資産 1,521,021

公共資産合計 118,245,539 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 4,320,132

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 10,997

①投資及び出資金 2,159,284 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 △ 34,022 (5) 賞与引当金 199,398

投資及び出資金計 2,125,262 流動負債合計 4,530,527

(2) 貸付金 91,478

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 40,159,755

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 2,786,151

③土地開発基金 249,930 [純資産の部]

④その他定額運用基金 59,832 １　公共資産等整備国県補助金等 21,118,437

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 3,095,913 ２　公共資産等整備一般財源等 78,710,213

(4) 長期延滞債権 275,520

(5) 回収不能見込額 △ 39,363 ３　その他一般財源等 △ 9,464,278

投資等合計 5,548,810

４　資産評価差額 853,435

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 91,217,808

①財政調整基金 5,349,712

②減債基金 4,358

③歳計現金 2,186,565

現金預金計 7,540,635

(2) 未収金

①地方税 43,808

②その他 5,559

③回収不能見込額 △ 6,789

未収金計 42,578

流動資産合計 7,583,213

資　　産　　合　　計 131,377,563 負 債 ・ 純 資 産 合 計 131,377,563

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち28,134,484千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 57,979,531 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 35,060,068 千円 35,060,068 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 77,671 千円 16,845 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 17,956,846 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 4,883,444 千円 4,883,444 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 1,502 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 47,546,888 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 7,489,072 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,966,526 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 37,091,290 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 10,432,643 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は13,705,273千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は111,807,613千円です。

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

60,826

17,956,846

0

1,502

11,390,648

538,586

0

0

226,064

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

19,807

1,394,625

11,390,648

2,378,236

2,526,153

6,486,259

0

4,169,374

120,188

402,200

357,424

4,927,030

貸借対照表
(平成26年3月31日現在)
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行政コスト計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 3,288,437 16.8% 190,297 566,151 431,069 206,736 202,506 458,632 1,081,161 151,885 0

（２）退職手当引当金繰入等 317,744 1.6% 21,792 51,165 55,138 23,753 24,414 57,648 80,531 3,303 0

１ （３）賞与引当金繰入額 199,398 1.0% 10,771 33,326 26,523 11,800 12,324 28,231 66,888 9,535 0

小　　計 3,805,579 19.4% 222,860 650,642 512,730 242,289 239,244 544,511 1,228,580 164,723 0

（１）物件費 2,726,647 13.9% 41,768 755,621 222,369 660,527 177,978 79,257 780,425 8,702 0

（２）維持補修費 239,305 1.2% 197,961 8,357 1,839 3,898 13,360 1,022 12,868 0

（３）減価償却費 4,979,302 25.4% 1,294,930 867,909 262,082 517,385 1,324,950 71,893 640,153

小　　計 7,945,254 40.6% 1,534,659 1,631,887 486,290 1,181,810 1,516,288 152,172 1,433,446 8,702 0

（１）社会保障給付 2,090,322 10.7% 15,272 1,970,785 104,265

（２）補助金等 1,495,726 7.6% 19,779 534,112 209,037 37,591 286,961 47,990 355,518 4,738 0

３ （３）他会計等への支出額 3,400,681 17.4% 1,002,147 0 1,706,943 546,755 144,836 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

366,616 1.9% 113,880 0 52,536 33,882 153,777 0 12,541 0

小　　計 7,353,345 37.6% 1,135,806 549,384 3,939,301 722,493 585,574 47,990 368,059 4,738 0

（１）支払利息 454,076 2.3% 454,076

（２）回収不能見込計上額 9,544 0.0% 9,544

（３）その他行政コスト 1,186 0.0% 0 1,186

小　　計 464,806 2.4% 0 0 0 0 0 0 0 0 454,076 9,544 1,186

19,568,984 2,893,325 2,831,913 4,938,321 2,146,592 2,341,106 744,673 3,030,085 178,163 454,076 9,544 1,186

（　構　成　比　率　） 14.8% 14.5% 25.2% 11.0% 12.0% 3.8% 15.5% 0.9% 2.3% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 339,621 30,821 29,685 106,452 90,350 2,446 900 16,385 0 0 0 62,582

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 165,916 25 1,235 38,350 3,905 8,891 0 11,719 0 0 0 101,791

505,537 30,846 30,920 144,802 94,255 11,337 900 28,104 0 0 0 164,373

ｄ／ａ 2.58% 1.1% 1.1% 2.9% 4.4% 0.5% 0.1% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0%

19,063,447 2,862,479 2,800,993 4,793,519 2,052,337 2,329,769 743,773 3,001,981 178,163 454,076 9,544 1,186 △ 164,373

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 89,242,832 21,354,564 77,473,661 △ 10,405,213 819,820

純経常行政コスト △ 19,063,447 △ 19,063,447

一般財源

地方税 3,422,871 3,422,871

地方交付税 13,621,542 13,621,542

その他行政コスト充当財源 1,073,639 1,073,639

補助金等受入 2,962,924 949,010 2,013,914

臨時損益

災害復旧事業費 △ 105,196 △ 105,196

公共資産除売却損益 29,098 29,098

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 849,508 △ 849,508

公共資産処分による財源増 0 △ 4,593 4,523 70

貸付金・出資金等への財源投入 379,656 △ 379,656

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 55,403 △ 118,354 173,757 0

減価償却による財源増 △ 1,129,734 △ 3,849,568 4,979,302 0

地方債償還等に伴う財源振替 3,979,903 △ 3,979,903

資産評価替えによる変動額 33,545 33,545

無償受贈資産受入 0 0

その他 0

期末純資産残高 91,217,808 21,118,437 78,710,213 △ 9,464,278 853,435

純資産変動計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は4,010,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

※3 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  　　　（○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

5,427,011

0

△ 4,828

2,191,393

1,082,256

4,108,639

2,186,565

24,211,599

2,395,800

0

24,216,427

12,612

0

33,621

106,899

229,538

△ 7,827,692

1,560,396

4,976,399

34,006

8,057,230

28,228

48,178

0

△ 1,082,194

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
0

53,412

1,432,983

34

3,359,682

957,649

1,284,000

11,461

24,378

2,277,488

21,704,573

8,905,058

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部
2,898,606

366,616

94,460

312,492

153,281

183,685

1,111,800

131,873

800,903

1,745,825

344,501

12,799,515

3,411,950

13,621,542

1,977,047

2,090,322

1,495,726

454,076

資金収支計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
3,942,418

2,726,647
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